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取調官が意図的にミランダ警告を与えずに一旦取調べを行い，後に，ミ
ランダ警告を与えて再び取調べ自白を得た場合につき，自白の許容性を認
めた事例。
《事実の概要》
被申請人 Dixonは，共犯者 Hoffnerと共に被害者 Hammerを謀殺し，
Hammer所有の自動車を売却した。
Dixonは，交通違反で警察署に保管（impound）されていた自己の自動
車を引き取りにいった際に，たまたま警察官から Hammer失踪に関して
質問を受けた。このとき，Dixonにミランダ警告が与えられ，Dixonが弁
護人の立会を要求したため質問は打ち切られ，Dixonは警察署を退去し
た。
その後 Dixonは，Hammer所有の自動車売却の対価として得た小切手
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を換金した際に，Hammerの名義を冒用したとの文書偽造の罪で逮捕さ
れた。取調官は，前にミランダ警告を与えたところ Dixonが弁護人の立
会を要求したので，今度は意図的にミランダ警告を与えずに取調べを行っ
た。Dixonは名義冒用の事実は認めたが，Hammerの所在については知ら
ないと答えた。取調官は，共犯者 Hoffnerが警察に有力な情報を提供しよ
うとしているので，その前に供述してはどうだと迫ったが，Dixonは知ら
ないと答え続けた。
Dixonは一旦，拘置所で勾留されたが，Hoffnerが Dixonから場所を聞
いたとして Hammerの遺体が埋められている場所に警察を案内したこと
から，警察は Dixonの身柄を警察署に移し，再び取調べを行った。Dixon
は弁護人と既に相談したので，事件について話したいと言い，取調官がミ
ランダ警告を与えると，書面でミランダ上の権利を放棄した。取調べは録
画され，Dixonは主たる責任は Hoffnerにあるとしつつも謀殺の事実を認
めた。
文書偽造に関する自白と謀殺に関する自白がともに公判裁判所で排除さ
れたため，国が中間上訴を申し立てたのに対し，オハイオ州 Court of
Appeals は，謀殺に関する自白の許容性を認めた。Dixon は，謀殺，誘
拐，強盗，文書偽造の罪で有罪と認定され，死刑を量定された。オハイオ
州 Supreme Courtは，ミランダ警告を欠いているが任意性の認められる
反覆自白の許容性を肯定した Oregon v. Elstad1)を適用して，謀殺に関す
る自白の許容性を認め，オハイオ州 Court of Appealsの判断を確認した。
Dixonは，合衆国 District Courtに人身保護令状発給の申請をした。合
衆国 District Courtは申請を却下したが，第巡回区 Court of Appealsは，
次の理由から District Courtの判断を破棄した。すなわち，① Dixonは，
弁護人の立会を欠いた状態で取調べを受けることを一旦拒否していたの
で，警察が文書偽造の罪での逮捕中に，弁護人の立会を欠いたまま Dixon
を取調べたことはミランダ法理に違反する。②共犯者が供述する前に供述
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1) Oregon v. Elstad, 470 U.S. 298 (1985).
するよう警察が迫ったことは，Dixonの第修正上の権利を侵害してい
る。③意図的にミランダ警告を与えずにまず取調べを行い，その後，ミラ
ンダ警告を与えて取調べて自白を得ており，意図的な段階取調べを行っ
ているので，Missouri v. Seibert2)により謀殺に関する自白は排除される。
合衆国最高裁判所によりサーシオレイライが認容された。
《判旨・法廷意見》
破棄，差戻し
Per Curiam
反テロリズム及び効果的死刑法（Antiterrorism and Death Penalty Act）
により，州の収容者が連邦裁判所に人身保護令状の発給を求めることがで
きるのは，州裁判所が，当裁判所の判例として明確に確立した連邦法と相
反する判断をしたか，州裁判所の記録に照らして不合理な事実認定に基づ
く判断をした場合に限られる。第巡回区 Court of Appealsは，オハイオ
州 Supreme Courtの判断にこのような重大な瑕疵があるという。しかし，
第の理由として挙げている，被疑者が弁護権を一旦援用しているので，
弁護人の立ち合いを欠いたまま取調べをしたことがミランダ法理に違反す
るとした点については，身柄拘束下にない被疑者が前もってミランダ上の
権利を援用することができるとした当裁判所の判例はなく，この理由付け
は誤りである。
第の理由についても，共犯者が供述する前に供述するよう警察が被疑
者に迫ることが第修正に違反し許されないとする当裁判所の判例は無
い。
第巡回区 Court of Appeals が挙げた第の理由は，オハイオ州
Supreme Courtによる Oregon v. Elstadの適用が不合理だというものであ
る。Elstadはミランダ違反の反覆自白の許容性に関して，第次自白はミ
ランダ警告を欠いてはいるが任意性が認められ，第次自白についても任
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意性が認められるとの理由から，第次自白の許容性を認めたものであ
る。
本件では，第次取調べは数度の休憩をはさみながら行われ，Dixonに
は水と食料が提供されている。また，乱暴な扱いや威迫も受けていない。
被害者 Hammerの氏名を冒用したことを Dixonは自ら認め，Hammerの
失踪事件についての関与を否定することができないような状況に追い込ま
れていると感じることもなかった。次に第次取調べに先立って Dixon
は，求められることもなく警察に対し，弁護人と既に話をしたので
Hammerの身に起こったことを話したいと述べ，さらに，自白する前に
度ミランダ警告を受け，自由意思で行為していることを示す権利放棄書
に署名している。このように第次取調べと第次取調べでの Dixonの
供述は，ともに任意になされたものである。オハイオ州 Supreme Court
は，第次取調べでのミランダ違反が意図的なものであることは認定して
いたが，このミランダ違反により第次取調べが強制にまで至っていない
ことを理由に，第次取調べで得た自白を証拠に許容しているのである。
これに対して第巡回区 Court of Appealsは，本件で警察が，まず質問
をしミランダ警告は後で与えるという段階取調べの方法を計画的に用い
ているので，その成果である Dixonの自白は Elstadによっても排除され
るという。その際に，大きく依拠しているのが当裁判所の Missouri v.
Seibertである。Seibertでは，取調官はミランダ警告を与えずに被疑者が
自白するまで取調べを行い，自白を得た後15分から20分の休憩をはさん
で，今度はミランダ警告を与えて取調べ，前の自白を繰り返さないことが
不自然であるかのような情況を作り出して，再び自白させた。取調官は，
ミランダ警告の効果を減殺する目的で，戦略的にこのような段階取調べ
を行っており，Seibertの複数意見は，このような状況では，被疑者はた
とえミランダ警告を与えられても黙秘権が本当にあるとは思えないとの理
由から，第次自白を排除した。
しかし，本件では第次取調べで Dixonは被害者の失踪事件への関与
を否定しており，第次自白を繰り返させられたわけではない。また，
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Dixonが文書偽造について承認したことから謀殺に関する自白が引き出さ
れたということをうかがわせる証拠はなく，かえって Dixonは，第次
取調べが始まる前に，被害者 Hammerの身に起こったことを話したいと
警察に述べている。したがって，文書偽造についての承認と謀殺に関する
自白との間には関連が認められない。さらに，第次取調べと第次取調
べの間には時間という時間の経過があり，Dixonの拘置所への収容，弁
護人との相談，被害者の遺体発見などといった劇的な事情の変化が見られ
ることから，本件で第次取調べと第次取調べを一体のものと見ること
はできない。以上のような本件の事情からすると，本件では Seibertが懸
念したような段階取調べによりミランダ警告の効果が掘り崩されるとい
う情況は生じていない。
本件の第次取調べでは，Dixonに与えられたミランダ警告は段階取
調べによってその効果が損なわれておらず，また，強制が加えられた証跡
もないので，謀殺に関する自白を許容することこそが当裁判所の先例に合
致する。
以上のように，オハイオ州 Supreme Courtの判断には，当裁判所の判
例として明確に確立した連邦法と相反する点はないので，第巡回区
Court of Appealsの判断を破棄し，差し戻す。
《解説》
 本件の争点は，①身柄拘束下にない状態で被疑者が弁護権を援用した
場合にエドワーズ法理3)の適用があるか，②共犯者が自白しそうな旨を伝
えて自白させた場合，自白の任意性は否定されるか，③取調官が意図的に
ミランダ警告を与えずに一度取調べを行い，後にミランダ警告を与えて再
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3) 身柄拘束下で取調べを受けている被疑者が弁護人との接見，弁護人の取調べ
への立会いを求めた場合には，接見，立会いが認められるまでは，被疑者の方
から進んで取調べに応じる意思を表明した場合でなければ，取調べを行っては
ならないとする原則。See, Edwards v. Arizona, 451 U.S. 477 (1981). 渥美東洋編
『米国刑事判例の動向Ⅰ』35頁（香川喜八朗 担当）参照。
び取調べ自白を得た場合に，自白に許容性が認められるかであるが，③の
争点が本件の判断の中心となっている。
反テロリズム及び効果的死刑法（Antiterrorism and Effective Death
Penalty Act）により，州の収容者が連邦の人身保護手続きによる救済を求
めることができるのは，州裁判所が合衆国最高裁判所の判例に違反した判
断をした場合に限られるので，①と②の争点については，これを積極に解
した判例はないとの理由で簡単に処理されている。ちなみに，②の争点と
の関係では，共犯者が自白していないのに自白したと虚偽の事実を伝え自
白を獲得した場合に，このような取調べ方法が第14修正のデュー・プロセ
ス条項に違反するとして自白を排除した判例4)はあるが，本件で被疑者に
伝えられた共犯者が自白しそうだとの事実は，虚偽のものではないので，
この判例の適用はないとされたものと思われる。
③の争点に関連する判例として挙げられているのが，ミランダ違反の反
覆自白ついて毒樹の果実法理の適用を否定し，第次自白についてその任
意性の有無により許容性を判断した Oregon v. Elstad5)である。ただ，こ
の Elstadの考え方を前提にしつつも，意図的にミランダ警告を与えずに
取調べをして自白を獲得し，その後ミランダ警告を与えて改めて自白を得
るという段階取調べが行われた事案で，Missouri v. Seibert6)は第次自
白を排除している。本件では，第次取調べでは謀殺に関する自白は獲得
されておらず，文書偽造に関する自白が獲得されただけであるので，反覆
自白の事案とはいえないが，取調官は謀殺に関する自白を得る目的で意図
的にミランダ警告を与えずに取調べを行っている。そこで，この Seibert
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4) Frazier v. Cupp, 394 U.S. 731 (1969).
5) Oregon v. Elstad, 470 U.S. 268 (1985). Elstadについては，渥美東洋編『米国
刑事判例の動向 Ⅰ』99頁（中野目善則 担当）参照。
6) Missouri v. Seibert, 542 U.S. 600 (2004). Seibertについては，米国刑事法研究
会（代表 椎橋隆幸）・アメリカ刑事法の調査研究（104）比較法雑誌39巻号
359頁（柳川重規 担当），洲見光男「いわゆる反復自白の許容性判断方法─最
近の連邦最高裁判決─」法学新報112巻・号275頁，拙稿「ミランダ違反と
派生証拠の排除」法学新報112巻・号303頁等参照。
の適用が本件にあるか否かが問われている。
 Elstadでミランダ違反の毒樹性が否定されたのは，ミランダ法理が供
述の自由の侵害を直接認定せず，それが「推定」される段階で働く予防法
理だということによる。すなわち，供述の自由が侵害された強制自白が排
除される理由を，違法捜査の抑止と供述の信憑性の確保に求め，第次自
白について供述の自由の侵害が認定された場合には，第次自白まで排除
する必要があるとしても，侵害が「推定」されるにとどまる場合は，こう
した理由からは排除は正当化されないというものであった。その後，
Dickerson v. United States7)でミランダ法理の憲法上の地位が確認された
ことから，ミランダを予防法理と理解する Elstadの判断を維持できるの
かという理論的な問いが生じた。また，Elstadにより自白の許容性は各自
白の任意性により個別に判断されることになったことから，段階取調べ
の方法が意図的に用いられるようになり，こうした取調べをいかに規律す
べきかという実際的な問題も生ずるようになった。そして，これらの問題
を扱ったのが Seibertである。
Seibertでは法廷意見は形成されなかったが，Elstadを変更すべきであ
るとの見解はどの意見からも示されなかった8)。そして，意図的な段階
取調べの問題については，複数意見は，第次取調べでのミランダ警告の
効果を問題とし，この事件の段階取調べが行われた状況9)では，通常の
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7) Dickerson v. United States, 530 U.S. 428 (2000). Dickersonについては，鈴木
義男 = 渥美東洋 = 小早川義則 = 高野隆 = 椎橋隆幸「《座談会》ミランダの射
程─ディッカソン判決の意義と日本法への示唆」現代刑事法巻号頁，小
早川義則「ミランダの意義と限界─合衆国最高裁ディッカソン判決を契機に」
名城法学50周年記念論文集165頁，拙稿「ミランダ法理の憲法上の意義につい
て」法学新報110巻・号271頁等参照。
8) ただ，ミランダ法理が予防法理でありつつ憲法上の地位を有する原則である
ことの意味は，明らかとはされなかった。
9) Seibertでは取調官が警察の取調室で意図的にミランダ警告意を与えずに取
調べを行い，自白を得て，さらに，20分後に同一の取調官が今度はミランダ警
告を与えて取調べ，第次取調べを引き合いに出すなどして再び自白を得て
ミランダ警告を与えただけでは身柄拘束下での取調べが持つ強制的な雰囲
気が払拭されていないとし，この点を理由に第次自白を排除したのであ
る10)。結論賛成意見は，排除法則による第次自白排除の是非を全面的な
コスト・ベネフィット分析に委ね，ミランダ警告の不告知が意図的な場合
は，違法捜査抑止の利益が大であるとの理由から，第次自白を排除すべ
きであるとした。反対意見は，Elstadと同様にこの事件も処理すべきであ
るとし，毒樹の果実法理の適用を否定し，第次自白の許容性について
は，自白の任意性のみで判断すべきであるとした。ただし，第次取調べ
の態様は，第次自白の任性判断の際に考慮すべきであるともしている。
 本件では，裁判官全一致で，第次取調べで得られた自白の許容性を
判断するに当たって，第次取調べの際のミランダ警告の効果を問題にす
るという Seibertの複数意見の立場を前提にして検討がなされている。そ
して，その上で，①第次取調べでは，被疑者は文書偽造についてのみ自
白しており，問題となっている謀殺については否認していること，②第
次取調べで文書偽造について自白したことと，第次取調べで謀殺に関し
て自白したこととの間に関連性が認められないこと，③第次取調べと第
次取調べの間には取調場所の移動，被疑者と弁護人との接見，被害者の
遺体発見などの事情が介在し，両者の関係に断絶が認められること，とい
った事情を挙げ，身柄拘束状態がもたらす強制の契機の払拭という機能を
第次取調べの際のミランダ警告は喪失していないと結論付けている。
本件の判断により，今後，Seibertのような事案も含め，意図的な段
階取調べが行われた場合すべてが Seibertの複数意見の考え方で処理され
ていくのかは，必ずしも明らかではない。本件が厳密には反覆自白の事案
ではなかったということから Seibertの複数意見の立場で処理されたとみ
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いる。
10) なお，複数意見に加わったブライヤー裁判官は，補足意見で，複数意見のと
った考え方は機能的に毒樹の果実法理に類するとして，これに加わる，と述べ
ている。ブライヤー裁判官の考え方は，ミランダ警告の不告知が善意の場合を
除いて，第次自白は毒樹の果実として原則排除されるというものである。
ることもできるかもしれない。したがって，この点は，今後も合衆国最高
裁判所の判断を注視していかなければならないと思う。現在のところいえ
るのは，本件は，取調官が意図的に段階取調べを行おうとした場合にお
いて，第次取調べで告知されたミランダ警告が「強制の契機の払拭」と
いうその期待されている機能を喪失していないといえる一事例を示したと
いうことである。
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